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計画書 

東播都市計画地区計画の変更（加西市決定） 

 

都市計画西高室地区地区計画を次のように変更する。 

 変更前 変更後 

名    称 西高室地区地区計画 西高室地区地区計画 

   位    置 加西市北条町西高室字中ノ坪、字丸山ノ下、字清水

田、字馬場、字奥谷及び字小沢の各一部並びに北条

町東南字溝西の一部 

加西市北条町西高室字中ノ坪、字丸山ノ下、字清水田、

字馬場、字奥谷及び字小沢の各一部並びに北条町東南字

溝西及び字一之坪の各一部 

区    域 計画図表示のとおり  計画図表示のとおり  

面    積 約11.6ha 約14.8ha 

区

域

の

整

備

・

開

発

及

び

保

地区計画の目標 本地区は、加西市の中心部、北条町市街地の南に位

置し、主要地方道三木宍粟線及び主要地方道高砂北条

線に接し、土地区画整理事業を施行することで市街地

形成を図る区域である。 

 本地区計画は、低層住宅地を中心とした良好な住

環境の形成を図ることを目標とする。 

 

本地区は、加西市の中心部、北条市街地の南に位置し、

主要地方道三木宍粟線及び主要地方道高砂北条線が貫通

しており、幹線道路沿道の区域と土地区画整理事業を施

行することで市街地形成を図ってきた区域で構成されて

いる。 

 事業所の廃業等による未利用地が存する主要地方道沿

道の土地利用促進と、土地区画整理事業区域を中心とす

る良好な低層住宅地の形成、保全を図ることを目標とす

る。 

土地利用の方針 低層住宅地区 一戸建ての専用住宅を中心とし

た低層住宅地としての土地利用を

西高室区画整理事業地を中心とした「低層住宅地区」、

主要地方道三木宍粟線及び県道高砂北条線沿道の「利便
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全

に

関

す

る

方

針 

進める。 施設地区」、主要地方道三木宍粟線沿道の廃業による工場

跡地を含む区域を土地利用促進を図る区域「産業立地促

進地区」に細区分し、良好な住環境の維持を図ると共に、

産業施設立地などにより土地利用を進める。 

沿道地区 幹線道路沿道の立地条件を活か

しつつ、周辺地域の住環境保全に

も配慮した土地利用を進める。 

地区施設の整備の

方針 

本地区の良好な住環境形成に配慮するため、公園

を適切に配置する。 

本地区の良好な住環境形成に配慮するため、公園を適

切に配置する。 

建築物等の整備の

方針 

低層住宅地区 緑豊かな良好な住環境を保全し

た一戸建ての専用住宅を中心とし

た低層住宅地とするため、地区整

備計画区域内においては一定規模

の敷地面積を確保するとともに、

建築物の用途及び高さなどを制限

する。 

低層住宅地区 緑豊かな良好な住環境を保全す

る一戸建ての専用住宅を中心とし

た低層住宅地とするため、地区整

備計画区域内において、容積率の

最高限度、敷地面積の最低限度、

建築物の高さ等の最高限度、外壁

の後退距離の限度、建築物等の形

態、意匠及び色彩の制限及び垣又

は柵の構造の制限などを制限す

る。 

沿道地区 低層住宅地区の良好な住環境に配

慮するため、地区整備計画区域内

においては建築物の用途などを制

限する。 

利便施設地区 幹線道路沿道の高い生活利便性

を活かして土地利用促進を図る。 
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  産業立地促進地区 

 

後背地の住宅地の良好な生活環

境への配慮と幹線道路沿道として

の土地利用促進を図るため、建築

物の用途、外壁の後退距離の限度

などを制限する。 

地

区

整

備

計

画 

地区施

設の配

置及び

規模 

公園 

（配置は

計画図表

示のとお

り） 

名   称 面   積 名   称 面   積 

１号公園 

２号公園 

３号公園 

約 1,000㎡ 

約   620㎡ 

約 1,300㎡ 

１号公園 

２号公園 

３号公園 

約 1,000㎡ 

約   620㎡ 

約 1,300㎡ 

地区の細区分 名

称 

低層住宅地区Ａ 沿道地区Ａ 低層住宅地区 産業立地促進地区 

面

積 

約9.0ha 約0.3ha 約8.0ha 約1.9ha 

建築物

等に関

する事

項 

建 築 

物 の用 

途 の制 

限 

建築することができる

建築物は、次に掲げるも

のとする。ただし、この

地区計画の決定告示の

際、現に存するものにつ

いてはこの限りでない。 

（１）一戸建ての専用住

宅 

（２）一戸建ての住宅の

建築することができる

建築物は、次に掲げるも

のとする。ただし、この

地区計画の決定告示の

際、現に存するものにつ

いてはこの限りでない。 

（１）建築基準法（昭和

25年法律第201号。以

下「法」という。）別

次の各号に掲げる建築物

は建築してはならない。た

だし、この地区計画の決定

告示の際現に存するものに

ついてはこの限りでない。 

（１）長屋住宅、共同住宅 

（２）老人ホームその他こ

れらに類するもの 

 

  次の各号に掲げる建築物

は建築してはならない。た

だし、この地区計画の決定

告示の際現に存するものに

ついてはこの限りでない。 

（１）ボーリング場、スケ

ート場、水泳場その他こ

れらに類する運動施設 

（２）カラオケボックスそ
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うち延べ面積の１／２

以上を居住の用に供

し、かつ、建築基準法

施行令（昭和25年政令

第338号。以下「政

令」という。）第130

条の３第１号から第７

号に掲げる用途を兼ね

るもの（これらの用途

に供する部分の床面積

の合計が50㎡を越える

ものを除く。） 

（３）幼稚園 

（４）保育所 

（５）幼保連携型認定こ

ども園 

（６）近隣住民を対象と

した公民館又は集会所 

（７）診療所 

（８）巡査派出所、公衆

電話所その他これらに

類するもので政令第

130条の４各号に掲げ

表第２（い）項各号に

掲げるもの 

（２）法別表第２（ろ）

項各号に掲げるもの 

（３）法別表第２（は）

項各号に掲げるもの 

（４）工場（政令第130

条の６に定めるものに

限る。） 

（５）ボーリング場、ス

ケート場、水泳場、ス

キー場、ゴルフ練習場

又はバッティング練習

場 

（６）ホテル（加西市モ

ーテル類似施設の建築

の規制に関する条例

（昭和57年加西市条例

第20号）第４条の規定

により市長が同意しな

いものを除く。旅館に

おいて同じ。）又は旅

館 

の他これに類するもの 

（３）マージャン屋、ぱち

んこ屋、射的場、勝馬投

票券販売所、場外車券売

場その他これらに類する

もの 

（４）自動車教習場 

（５）結婚式場、葬儀場そ

の他これらに類するもの 

（６）延べ面積が15㎡を超

える畜舎 
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るもの 

（９）政令第130条の５

の２各号に掲げるもの

（同条第２号にあって

は、葬儀屋を除く。）

でその用途に供する部

分の床面積の合計が

150㎡以内のもの。 

（10）前各号の建築物に

附属するもの（政令第

130条の５各号に掲げ

るものを除く。） 

 

（７）自動車教習所 

（８）自動車車庫で床面

積の合計が300㎡以内

のもの（３階以上の部

分をその用途に供する

ものを除く。） 

（９）店舗（葬儀屋、葬

祭場、セレモニーホー

ルその他これらに類す

るものを除く。）、事務

所その他これらに類す

る用途に供するもので

その用途に供する部分

の床面積の合計が

10,000㎡以内のもの 

（10）前各号の建築物に

附属するもの 

容積率の

最高限度 

15/10 ― 15/10 ― 

敷地面積

の最低限

度 

165㎡ ― 165㎡ ― 

建築物の  建築物の高さは10ｍ以 ―  建築物の高さは10ｍ以下 ― 
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高さ及び

階数の最

高限度 

下とし、地階を除く階数

は２以下とする。ただ

し、この地区計画の決定

告示の際、現に存するも

のについてはこの限りで

ない。 

とし、地階を除く階数は２

以下とする。ただし、この

地区計画の決定告示の際現

に存するものについては、

この限りでない。 

外壁の後

退距離の

限度 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から敷地境

界線までの距離は１ｍ以上とする。ただし、この地

区計画の決定告示の際、現に存するもの又は政令第

135条の21各号のいずれかに該当するものについては

この限りでない。 

建築物の外壁又はこれに

代わる柱の面から敷地境界

線までの距離は１ｍ以上と

する。ただし、この地区計

画の決定告示の際現に存す

るもの又は政令第135条の

21各号のいずれかに該当す

るものについては、この限

りでない。 

建築物の外壁又はこれに

代わる柱の面から敷地境界

線までの距離は、次の各号

に掲げるとおりとする。た

だし、この地区計画の決定

告示の際現に存するものは

この限りでない。 

（１）敷地面積が1,000㎡

以上10,000㎡未満の場合 

1ｍ以上 

（２）敷地面積が10,000㎡

以上の場合 2ｍ以上 

建築物

等の形

態、意

匠及び

色彩の

建築物の形態、意匠及び色彩については、周辺環

境との調和に配慮したものとする。ただし、この地

区計画の決定告示の際、現に存するものについては

この限りでない。 

建築物の形態、意匠及び色彩については、周辺環境と

の調和に配慮したものとする。ただし、この地区計画の

決定告示の際現に存するものについては、この限りでな

い。 
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制限 

垣又は

柵の構

造の制

限 

道路に面する部分に設

置する垣又は柵は、生け

垣等、周辺環境との調和

に配慮したものとし、詳

細については次のとおり

とする。ただし、この地

区計画の決定告示の際、

現に存するものについて

はこの限りでない。 

（１）道路境界部につ

いては幅0.5ｍの植栽

帯又は空地を確保する

よう努める。 

（２）道路境界部に囲

障を設ける場合、植栽帯

又は空地の背面に設け、

高さは1.2ｍ以下とし、

透視可能な構造の生垣、

フェンス、木柵又は鉄柵

等とすることを基本とす

る。ただし、高さが0.6

道路に面する部分に設

置する垣又は柵は、生け

垣等、周辺環境との調和

に配慮したものとし、詳

細については次のとおり

とする。ただし、この地

区計画の決定告示の際、

現に存するものについて

はこの限りでない。 

（１）主要地方道高砂

北条線及び主要地方道

三木宍粟線以外の道路

の境界部については生

け垣を設けるよう努め

る。 

ただし、専用通路部分

についてはこの限りで

ない。 

（２）道路境界部に囲

障を設ける場合、高さ

は1.2ｍ以下とし、透

道路に面する部分に設置

する垣又は柵は、生け垣

等、周辺環境との調和に配

慮したものとし、詳細につ

いては次のとおりとする。

ただし、この地区計画の決

定告示の際現に存するもの

については、この限りでな

い。 

（１）道路境界部につい

ては幅0.5ｍの植栽帯又

は空地を確保するよう努

める。 

（２）道路境界部に囲障

を設ける場合、植栽帯又

は空地の背面に設け、高

さは1.2ｍ以下とし、透

視可能な構造の生垣、フ

ェンス、木柵又は鉄柵等

とすることを基本とす

る。ただし、高さが0.6

― 
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ｍ以下の部分、門扉、門

柱又は門袖で幅の合計が

２ｍ以下のものはこの限

りでない。 

視可能な構造のフェン

ス、木柵又は鉄柵等と

することを基本とす

る。ただし、高さが

0.6ｍ以下の部分、門

扉、門柱又は門袖で幅

の合計が２ｍ以下のも

のはこの限りでない。 

ｍ以下の部分、門扉、門

柱又は門袖で幅の合計が

２ｍ以下のものはこの限

りでない。 

「区域及び地区施設の配置は計画図表示のとおり」 
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理由書 

変更前 変更後 

本地区は、加西市都市計画マスタープランで住宅地に位置付けら

れ、丸山総合公園、北条東小学校及び北条東こども園等の公共施設、

ホームセンター等の商業施設が近接した、コンパクトシティ形成が図

れる位置にある。又、主要地方道三木宍粟線と主要地方道高砂北条線

に接し、通勤等における交通の利便性が高く、住宅地として優れた立

地条件を有している。 

本地区計画は、土地区画整理事業により都市基盤整備を実施する

区域において、住宅地として優れた立地条件を活かした、定住促進

に向けた良好な居住環境の形成を目標とする。 

 

本地区は、加西市都市計画マスタープランで都市機能・交流エリア

として位置付けており、主要地方道三木宍粟線及び主要地方道高砂北

条線の幹線道路が貫通するなど、加西市の中心地として好条件を活か

した都市機能誘導を図っていくエリアとしている。 

本地区計画は、土地区画整理事業により都市基盤整備を実施する区

域において、住宅地として優れた立地条件を活かした定住促進に向け

た良好な居住環境の形成を進めるため決定した。 

令和２年７月に土地区画整理事業が完了したことによる、用途地域

境界の見直しに合わせて、地区の細区分を変更する。 

また、平成31年４月に開通した丸山バイパスによって交通利便性

が飛躍的に向上したことで幹線道路沿道の土地利用促進が期待され

るものの、一方で、地域経済を支えてきた企業の廃業による未利用

地が発生していることから、本地区内未利用地への産業施設立地と

後背地である住宅地の環境保全を図るため本地区計画を変更する。 

 

 


